
安心して暮らせるしまねⅡ
１．安全対策の推進

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

43 経済 新型インフルエンザ 369,425 ○新型インフルエンザの発生および大流行 健康福祉部

[薬事衛生課]対策 対策事業 に備え、健康被害を最小限にとどめ、社

会経済を破綻に至らせないために各種対

策を実施 商工労働部

[商工政策課]①医療提供体制整備事業

・発熱外来設備整備事業

新型インフルエンザ発生時に設置 警 察 本 部

する発熱外来に必要な医療設備等

を整備

・入院医療機関設備整備事業

入院医療を行う医療機関が整備す

る簡易ベッド、感染防止用個人防

護服に対し補助

②抗インフルエンザ薬備蓄事業【新規】

・抗インフルエンザ薬の追加備蓄(H21

～22)

③情報収集・疫学調査

・蔓延防止対応職員予防投薬用タミフ

ルの整備

④普及啓発事業

・県民向け公開講座の開催等

⑤治安対策体制整備事業【新規】

・警察活動用防疫体制整備費

・検視体制整備費

⑥企業における事業継続計画(ＢＣＰ)策

定推進事業【新規】

・県内企業を対象とした新型インフル

エンザ対策ＢＣＰの学習会開催など

44 経済 警察施設整備費 521,464 ○老朽化した交番、駐在所の改築を促進 警察本部

対策 改築にあたっては、県産材や石州瓦を活

用 駐在所10か所程度
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

45 建築物等地震対策促 9,768 ○耐震性の低い木造住宅の耐震改修の促進 土 木 部

[建築住宅課]進事業 を図るため、木造住宅の改修等に要する

費用を補助

・事業主体：市町村

・負担割合：国 1/2 県 1/4

市町村 １/4

・上限額

（耐 震 改 修 費）200千円

（解 体 費）100千円

（補強計画策定費）100千円

○Ｈ２１年度モデル事業として、木造住宅

耐震診断に要する経費を補助【新規】

（ふるさと島根基金活用事業）

（ ）・事業主体：県 申請は市町村を通じて

・補助率：個人負担を５千円とし残りを

補助

・上限額：60千円/戸

（国：1/2 県：1/2）

・対象地域：耐震促進計画策定市町村

（８市５町）

46 新規 防災情報システム整 27,000 ○整備後２０年以上経過し、老朽化したア 総 務 部

[消防防災課]備事業 ナログ方式の県防災行政無線移動系シス

経済 テムを、デジタル通信方式に更新

［スケジュール］対策

Ｈ２１：基本設計

Ｈ２２：関係機関協議

Ｈ２３：実施設計

Ｈ２４～２５：整備

47 新規 島根県消費者行政活 39,636 ○県実施事業 環境生活部

[環境生活総性化基金事業 ・多重債務対策特別相談の開催

務課]経済 ・消費者教育、普及啓発、相談員研修な

対策 どを市町村と共同で実施

○市町村事業（市町村への補助金）

・市町村の消費者相談専用窓口の機能強

化や新設のための事業など

－18－



安心して暮らせるしまねⅡ
２．健康づくりと福祉の充実

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

48 障害者の自立に向け 741,888 ○障害者の地域における自立支援に向けた 健康福祉部

[障害者福祉課]た特別支援事業 支援

[健康推進課]①地域生活移行支援

・相談支援体制の充実

・生活の場の確保

ケアホーム、グループホームの整

備の促進

・就労訓練・活動の場の充実

障害者雇用促進支援員事業【新規・

経済対策（№36再掲 （Ｈ21～23））】

障害者就業・生活支援センター

及び障害者就労支援センターに

障害者の就職先となる企業の開

拓を行う支援員各２名を配置

障害者チャレンジ事業【新規・経済

対策】

企業での障害者の就労体験受入

を促進

障害者就労支援事業所工賃向上事業

アドバイザー派遣、新商品開発

支援、販路開拓・営業活動強化

のための支援員派遣、機器整備

補助、ハートフル企業(仮称)認

定、バックアップ組織検討

【新規・経済対策（一部№36再

掲 】）

・地域生活移行・地域生活支援の充実

②極めて重度の障害児（者）への支援

強化

・サービス拠点確保・在宅サービス充

実

在宅重症難病患者一時入院支援事業

【新規】

在宅重症難病患者の一時入院を

支援することにより家族等の負

担を軽減

・強度行動障害者への支援の充実

・障害児（者）の治療費用の負担軽減

③制度の狭間にある障害者に対する支援

・発達障害者に対する支援

・高次脳機能障害者に対する支援
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

49 障害者ステップアッ 14,346 ○知的障害者等の就労支援のため、企業へ 健康福祉部

[障害者福祉課]プ就労支援事業 の就職に向けたステップアップの場とし

て県が非常勤嘱託として採用し、実習の

場を提供

・雇用人数 本庁及び地方機関で１０名

・業務内容 障害者の特性に適した業務

（ ） 、・ジョブコーチ 非常勤嘱託 を採用し

被雇用者をケア【新規】

50 新規 介護人材確保・定着 142,603 ○介護人材緊急雇用事業【経済対策（№36 健康福祉部

[高齢者福祉課]推進事業 再掲 】 100,000千円）

求職者の介護員資格取得を支援すると

ともに、介護事業所にて実地研修を行う

ため島根県社会福祉協議会において臨時

的に雇用。介護職員としてのスキルアッ

プと介護職場とのマッチングを図り、不

足する介護人材の緊急的な確保を行う。

[受入人数] １００人程度

[資格取得支援]

介護員養成研修２級課程修了資格（ホ

ームヘルパー２級）取得のための経費

を負担

[給与等]

給与は、県臨時職員と同程度

雇用期間は、数週間から３月程度

［事業期間］Ｈ２１～Ｈ２２

○本県の介護保険サービスの量的・質的な

充実を図るため、県内の介護保険事業所

における介護人材の確保と定着を支援

【一部経済対策】 42,603千円

・ 介護の仕事」イメージアップ事業「

・潜在有資格者等養成支援事業

・進路選択学生支援事業

・職場体験等事業

・福祉・介護人材定着支援事業

・複数事業所連携事業

※うち障害者自立支援対策臨時特例交付

金充当額39,587千円
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

51 経済 障害者自立支援対策 295,666 ○障害者自立支援法に基づく制度への円滑 健康福祉部

[障害者福祉課]対策 臨時特例交付金事業 な移行をさらに促進する事業

[高齢者福祉課]・事業運営安定化事業

・通所サービス等利用促進事業 など

（ ）○介護人材確保・定着推進事業 №50再掲

52 新規 社会福祉施設整備事 287,177 ○消防法令改正に伴い、既存の社会福祉施 健康福祉部

[地域福祉課]業 設で新たにスプリンクラー設備が必要と

[青少年家庭課]経済 なる施設に対して整備費の一部を補助

[障害者福祉課]対策 [Ｈ２１箇所数]

救護施設 １か所

障害者施設 ５か所

[補助率] 国１／２、県１／４

[事業期間] Ｈ２１～Ｈ２３

○救護施設整備費補助金

[Ｈ２１箇所数] １か所

[補助率]

一部改築 国２／３、県１／３

大規模修繕 国１／２、県１／４

○児童養護施設整備費補助金

[Ｈ２１箇所数] １か所

[補助率] 国１／２、県１／４

53 新規 第４回食育推進全国 33,775 ○Ｈ１７の食育基本法制定及び国の食育基 健康福祉部

[健康推進課]大会 本計画の策定を受け、Ｈ１８に県食育計

画を策定。この計画の趣旨をふまえ、内

閣府と連携し、食育推進全国大会を開催

○食育に関するシンポジウム・フォーラ

ム、食育に取り組む団体の展示・活動紹

、 、「 」介 食育体験講座等を通じて 地域力

を生かした食育を推進

[全国大会の概要]

開催日：平成２１年６月１３・１４日

会 場：くにびきメッセ

参加人数：延べ15,000人
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

54 新規 妊婦健康診査臨時特 185,151 ○妊婦が健診費用の心配をせずに必要な回 健康福祉部

[健康推進課]例交付金事業 数（14回程度）の妊婦健診を受けられる

経済 よう、市町村が拡充する公費負担への補

対策 助

55 肝炎医療費助成事業 193,804 ○国内最大の感染症である肝炎について、 健康福祉部

[健康推進課]肝ガンへの進行予防、肝炎治療の効果的

推進のため、インターフェロン治療を必

要とするＢ型、Ｃ型肝炎患者全てが治療

を受けられるよう医療費を助成

・助成対象 インターフェロン治療及び

当該治療に必要となる入院

費等

・助成内容 医療費の自己負担分の一部

を助成

※所得により自己負担上限額を設定

・助成期間 １人１年間

・事業期間 Ｈ２０～２６（７年間）

・国補助率 １／２
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安心して暮らせるしまねⅡ
３．医療の確保

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

56 地域医療を支える医 426,652 ○離島・中山間地域及び特定診療科におけ 健康福祉部

[医療対策課]師確保養成対策事業 る深刻な医師不足に対応するため、医師

[健康推進課]確保養成対策を実施

①現役の医師の確保『呼ぶ』

・様々な広報媒体を活用した情報収集

や県外医師との出張面談などを実施

・研修後の地域医療機関での勤務を前

提に県立病院での専門診療科研修を

実施

②地域医療を担う医師の養成『育てる』

・県内就業を目指す医師ための奨学金

緊急臨時的医師確保対策枠奨学金

【 】新規

島根大学医学部の緊急医師確保

対策枠推薦入学者(定員５名)へ

の奨学金

月額100千円＋入学金・授業料

相当額を貸与

９年間の県内勤務(うちへき地

４年)で返還免除

・島根大学と連携し、医学生・研修医

の県内定着を促進するため、各種講

習会等を実施

③地域勤務医師の支援『助ける』

・救急医療体制を確保するため、医師

の負担軽減と待遇改善策を実施

救急業務従事手当への助成【新規】

救急医療体制支援事業【新規】

・周産期医療を確保するため、産科医

師の負担軽減と待遇改善策を実施

助産師外来等開設支援事業【新規】

助産師外来・院内助産所を開設

する病院を支援するため、管理

者研修や医療機関等での助産師

研修を実施

若手産科医師研修事業【新規】

分娩取扱手当への助成【新規】

産科研修手当への助成【新規】

分娩件数が少なく経営困難な離島・

中山間地域の公立産科医療機関の運

営に対して財政支援【新規】
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

57 しまねがん対策強化 107,512 ○質の高い医療の実現、がんの予防及び早 健康福祉部

[医療対策課]事業 期発見の推進を図るため、総合的ながん

[健康推進課]対策を実施

①がん医療水準の向上及び情報提供の充

実

・がん診療連携拠点病院等の院内がん

登録の推進

・島根大学へのがん登録情報収集・分

析・活用委託

・医療従事者研修派遣に対する補助

・コメディカルスタッフ（医師以外の

医療従事者）の県内研修プログラム

を検討

・がん診療連携拠点病院機能強化に対

する補助

②緩和ケア推進

・各圏域の緩和ケアネットワークの構

築

・がん緩和ケアに係る医師等研修の実

施

・在宅療養への移行促進モデル事業

③患者団体等支援

・患者団体の意見交換会

・患者と医療者等が一緒に病気に立ち

向かう活動の場として「がん患者塾

(仮称)」の開催【新規】

④がん関連情報提供の推進【新規】

・がん相談支援センターの普及啓発

普及啓発に関する補助員の配置

【経済対策（№36再掲 】）

・がん関連図書等の整備

⑤がん健診の受診者を増やすための施策

・民間企業、患者会と連携した啓発実

施

・働き盛りの検診体制の整備

・啓発媒体の作成

⑥がん検診の精度管理

・従事者講習会の開催

・協議会、各がん部会の開催
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

58 隠岐病院整備事業 12,192 ○老朽化・狭隘化した隠岐病院の現地での 健康福祉部

[医療対策課]新築建替整備費を隠岐広域連合規約に基

づき負担

[隠岐病院整備計画]

・開院 Ｈ24年度を目途

・病床数 115床

（ 、 、 ）一般91床 精神22床 感染症2床

・診療科 14科

・面積 8,600㎡以内

・特記事項 電子カルテの導入

ヘリポートの整備

・総事業費 約５０億円

[県の負担率]

建設改良費にかかる借入金の元利償

還金から交付税措置相当額を控除し

た額の１／２

（ 、 ）Ｈ54年度までで 元利合わせて約17億円

59 松江赤十字病院建替 2,104,176 ○新病院建設（Ｈ１８～Ｈ２４）を行って 健康福祉部

[医療対策課]整備事業補助事業 いる松江赤十字病院に対して、厚生労働

省のほか国土交通省の補助事業も活用し

た補助を実施

60 新規 浜田医療センター整 1,936,000 ○浜田医療センターの新築移転にあわせ、 健康福祉部

[医療対策課]備関連支援事業 成人病予防センターなどの地域で必要な

機能を合築整備するため、地元整備主体

である島根県環境保健公社の負担金（建

物建設費の１／３）の２／３を支援。併

せて閉鎖する現在の公社成人病予防セン

ターの清算にかかる資金不足相当額を支

援

[浜田医療センター]

・開院 平成２１年１１月

・運営 国立病院機構が一括運営
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安心して暮らせるしまねⅡ
４．子育て支援の充実

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

61 新規 情緒障害児短期治療 141,785 ○社会福祉法人が行う情緒障害児短期治療 健康福祉部

[青少年家庭課]施設整備費補助金 施設の設置に対して、建設費の一部を補

経済 助

対策 [補助率]

国１／２、県１／４に加え、県単独

で１／８を上乗せ

【情緒障害児短期治療施設】

軽度の情緒障害を有する児童を、短

期間、入所させ、又は、保護者の下

、 、から通わせて その情緒障害を治し

あわせて退所した者について相談そ

の他の援助を行うことを目的とする

施設で、県内では未設置

62 新規 子育て支援対策臨時 200,460 ○市町村の私立保育所整備事業、放課後ク 健康福祉部

[青少年家庭課]特例交付金事業 ラブ整備事業への補助

経済 ・保育所整備 ８か所

対策 ・放課後児童クラブ整備 ３か所

63 乳幼児等の育児支援 497,944 ○育児と就労の両立支援及び子育て家庭に 健康福祉部

[青少年家庭課]事業 対する育児支援のための多様な保育サー

ビスを支援

①特別保育推進事業

・保育所や市町村が実施する各種保育

サービスに対する助成

[補助率] ２／３

②しまね子育て総合支援推進事業交付金

・保育所や市町村が実施する特別保育

推進事業などの要件に満たない小規

模な保育サービスなどに対する助成

・国庫補助の対象とならない病児・病

後児保育の備品購入や放課後児童ク

ラブ環境整備への助成

[交付限度] 事業費の１／２以内

【新規・経済対策】

③地域子育て支援拠点事業

・地域における子育て支援拠点の拡充

を支援

[補助率] ２／３

－26－



(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

64 地域児童育成事業 269,110 ○市町村が設置する概ね１０歳未満の児童 健康福祉部

[青少年家庭課]を対象とした「放課後児童クラブ」等を

支援

①放課後児童クラブ運営支援

[設置箇所] 新規６、継続１３３

[補助率] ２／３

②放課後子どもプラン指導員・ボランテ

ィア研修、放課後児童クラブ指導員等

研修

65 第３子以降保育料軽 101,507 ○保育所等に入所している第３子以降の３ 健康福祉部

[青少年家庭課]減事業 歳未満の児童に係る保育料を軽減してい

る市町村への補助

66 子育て環境づくり事 41,939 ○島根県の次代を担う子ども達の健やかな 健康福祉部

[青少年家庭課]業 成長を、行政、企業、団体等が一体とな

って県全体で応援していく「子育ての社

会化」に向けた気運醸成と子育てにやさ

しい職場づくり等を推進

①みんなで子育て応援事業（こっころ事

業）

・こっころパスポートを通じて形成し

たネットワークやイメージを活用

し、また民間事業者や団体の支援事

業を統合して地域においてさまざま

な主体が取り組む子育て支援活動を

推進

・子育てサロンの創設・活動活性化へ

の助成【新規・経済対策】

②仕事と家庭の両立支援事業

労働者が働きながら安心して子育て

できるよう、仕事と家庭の両立につ

いての気運醸成と子育て支援に取り

組む企業の育成を推進

③縁結び応援事業

少子化の最大の要因である未婚化・

晩婚化に対応し、民間団体と独身男

女の出会いの場を創出するととも

に、独身男女のマッチングを支援す

るボランティア制度を運営
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安心して暮らせるしまねⅡ
５．生活基盤の維持・確保

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

67 中山間地域活性化重 89,000 ○新・島根県中山間地域活性化計画に掲げ 地域振興部

[地域政策課]点施策推進事業 る重点施策に積極的に取り組む市町村へ

の支援

①中山間地域コミュニティ再生重点プロ

ジェクト事業

・集落を越えた新たなコミュニティを中

心として重点施策に積極的に取り組む

市町村を重点プロジェクト地域に指定

し、その取組を支援

・駐在職員、中山間地域研究センター客

員研究員による支援

②中山間地域活性化支援事業

地域の実情に応じて市町村が主体的・

積極的に行う多様な取組を支援

③中山間地域生活交通支援事業

・新たな交通システムを導入するための

調査・検討を行う市町村への支援

・デマンドバスの試験運行を行う市町村

への支援

・自治会等による交通空白・不便地域に

おける自主的な輸送活動を促進する市

町村への支援【新規】

68 地域貢献型集落営農 46,000 ○担い手空白地域の解消を推進し、農地維 農林水産部

[農業経営課]確保・育成事業 持活動や住民サービス活動など、農業・

農村の維持活性化に取り組む「地域貢献

型集落営農組織」の新規設立及び取組強

化を支援

①地域農業再編支援事業

・県担い手協議会及び地域担い手協議会

による担い手空白地域の解消のための

活動

②地域貢献型集落営農確保・育成事業

・新たな地域貢献型集落営農組織の設立

や、地域貢献型集落営農組織の地域貢

献活動に対する支援

③事業期間：Ｈ２０～２２
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

69 ハートフルしまね事 37,176 ○ボランティア活動に意欲のある自治会等 土 木 部

[道路維持課]業 が行う除草作業や植栽等に対して助成や

[河 川 課]損害保険料を負担

[都市計画課]・ハートフルロード

（除草）

100㎡当たり１回につき1,500円/団体

（清掃等）

（ ）実費：上限１万円/団体 年２回以上

・ハートフルリバー【新規】

（草刈） 200円/h/人

・ハートフルパーク【新規】

損害保険料を県が負担

70 県民いきいき活動促 44,628 ○市民活動団体やボランティア団体等多く 地域振興部

[地域政策課]進事業 の県民のユニークな発想や企画力を活か

して実施する地域課題の解決や地域の活

性化につながる活動の支援

①地域活性化支援

地域資源を活用した継続性の高い事業

（立ち上げ支援型・事業拡大支援型）

に対して助成

②社会貢献支援【新規】

公共性・公益性の高い事業（初動支援

型・継続支援型）に対して助成
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